
年　月　日

協議会名： 鴨川市地域公共交通活性化協議会

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

１．北ルート
　金山ダム～鴨川駅西口～鯛
の浦～内浦山県民の森

２．北ルート
　金山ダム～鴨川市役所～鴨
川駅西口

３．南ルート
　曽呂終点～畑青年館～鴨川
駅西口～浦の脇～鴨川駅前

４．南ルート
　曽呂終点～畑青年館～鴨川
駅西口

５．南ルート
　浦の脇～東条病院～鴨川駅
前

６．清澄ルート
　奥清澄～清澄寺～天津小湊
支所

鴨川日東バス株式会社

　計画に定めた目標の達成を
目指し、コミュニティバス各
ルートのパンフレット作成及
び配布をするとともに、モビ
リティ・マネジメントの一環
として、小学生を対象とした
「公共交通乗り方教室」を開
催するなど、利用促進に取り
組んだ。また、利用者ニーズ
に即したサービスとするた
め、運行事業者から停留所ご
と・便ごとの利用状況の定期
報告を受け、利用状況の把
握・分析に努め、利用者増加
に向けた検討を行った。

Ａ
事業は計画に位置付けら
れたとおり、適切に実施
された。

Ｃ

利用目標 39,896人/年に対
し、実績では28,188人/年で
あった。
内訳は、以下のとおり。
○北ルート
　実績 13,800人/年
　　　（対前年比 85.6％）
○南ルート
　実績 10,851人/年
　　　（対前年比 77.5％）
○清澄ルート
　実績 3,537人/年
　　　（対前年比 110.8％）

（理由等）
目標が達成できなかった大
きな要因として沿線住民の
人口減少などが考えられ
る。
様々な利用促進事業に取り
組んだほか、スクールバス
としての活用も図っている
が、目標値を達成できな
かった。

　一層の利用促進を図るた
め、乗り方教室等の継続的な
実施に取り組むとともに、市
HP等へのモデル的な利用パ
ターンの掲載など、新たな利
用促進事業にも取り組んでい
く。
　また、運行事業者から提供
される利用状況のデータ分析
に加え、利用者へのヒアリン
グ調査結果を基に、利用者
ニーズや利用動態等の把握に
努め、必要に応じた運行ダイ
ヤの改正、路線バスも含めた
市域全体の路線の見直し等の
検討を行う。

資料４
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事業実施と生活交通確保維持改善計画との関連について

年　　月　　日

協議会名： 鴨川市地域公共交通活性化協議会

評価対象事業名： 地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金

地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

　本市の公共交通は、高齢化の進行等により、身近な移動手段として重要性が高まっている一方、人口の減少や自家
用車の普及を背景とした公共交通離れを主な要因として、交通事業者による持続的なサービスの提供が困難となって
いる。
　このような状況を踏まえ、住民、交通事業者、行政などの関係者が相互に協力し、公共交通網を持続可能なかたちで
形成していくことを目指している。
　このうち、本市コミュニティバスは、廃止路線代替バスの再編により運行を開始し、利用状況等に応じ、運行ルート・
便数・ダイヤの見直し等を適宜実施し、利用者数及び運行収入の増加を図るとともに、運行経費の削減を進めてきたと
ころであるが、平成17年２月の市町村合併以降認められてきた地方交付税の合併算定替措置段階的に縮減されるな
ど、今後、本市の財政状況は、更に厳しいものとなることが見込まれ、コミュニティバスの運行においても、更なる収支
の改善が求められている。
　一方では、少子高齢化への対応及び地域経済のより一層の振興を図るため、公共交通空白地域の解消、学校の統
廃合等により通学・通園の遠距離化が進む小中学校・幼稚園のスクールバスとしての活用及び市内観光関連施設ま
での路線延伸や他の公共交通機関との接続改善に向けたダイヤ改正・増便などのサービス拡充が求められている。
　これらの状況の中で、限られた財源を有効に活用しつつも、地域住民にとって欠かすことのできない生活路線として
位置付けられる本市のコミュニティバスの各ルート及び系統の確保・維持を図り、併せて、サービスレベルの更なる改
善を実現するため、地域公共交通確保維持事業を実施するものである。


